
【第２次栗原市環境基本計画】

人と自然が共生する『ふるさと栗原』の暮らしの創造

令和４年度実施事業の評価結果

市民生活部 環境課



■計画期間

■中間見直し

■評価の対象

　▼事業所管課数 … １７部署　　　▼実施事業数 … ５１事業

　①個別事業評価（担当課及び審議会の評価）

　▼Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ・Ｅの５段階

　②施策（A～N）評価

　▼審議会における個別事業評価を点数で算出

3.評価結果

第２次栗原市環境基本計画　令和４年度実施事業の評価概要

　平成３０年度（2018年度）～令和９年度（2027年度）【１０年間】

2.評価の概要

　　（評価の目安）Ａ … 目標を達成することができた。
　　　　　　　　　Ｂ … 目標を概ね達成することができた。
　　　　　　　　　Ｃ … 目標は未達成であるが、計画した取組を実施することができた。
　　　　　　　　　Ｄ … 目標が未達成であり、計画した取組も一部未達成のものがある。
　　　　　　　　　Ｅ … 全取組を実施しなかった。

　　（評価の目安）　９１点から１００点まで　⇒　Ａ評価
　　　　　　　　　　７１点から　９０点まで　⇒　Ｂ評価
　　　　　　　　　　５１点から　７０点まで　⇒　Ｃ評価
　　　　　　　　　　３１点から　５０点まで　⇒　Ｄ評価
　　　　　　　　　　２０点から　３０点まで　⇒　Ｅ評価

1.環境基本計画の概要

■評価方法

■評価基準

　　基本点数 … 評価　Ａ（100点）・Ｂ（80点）・Ｃ（60点）・Ｄ（40点）・Ｅ（20点）
　　施策点数 … 基本点数にそれぞれの事業数を乗じ、合計点を施策の事業数で割る。

　　　　　　　　例）「施策Ａ森林の保全」の場合
　　　　　　　　　　評価Ａ（100点）×２事業＝200点
　　　　　　　　　　評価Ｄ（ 40点）×１事業＝ 40点　合計点＝240点
　　　　　　　　　　240点（合計点）÷３事業（事業数）＝80点【施策評価点数】⇒Ｂ評価

　計画期間の中間年である令和４年度（2022年度）に、環境や社会情勢の変化に対応するため、栗原市環境審議会
　（以下「審議会」という。）において計画の見直しを協議し、一部改訂を行っています。

　第２次栗原市環境基本計画に基づき令和４年度に実施した事業実績について、事業所管課が評価した内容を審議
　会において点検・評価を行い、当該年度の施策評価及び総評としてとりまとめたものです。

　①事業所管課において個別事業を評価（自己評価）
　②事業所管課による評価結果を審議会において点検して評価
　③審議会委員による点検・評価結果を点数化して施策を評価
　④審議会委員より点検・評価に際しての意見等を集約し、総評として整理、事業所管課へフィードバック

A B C D E 対象外

A 森林の保全 2 1 3 B
B 里地里山の保全 3 5 8 C
C 生物多様性の保全 1 1 1 3 B
D 豊かな自然の活用 1 2 1 4 B
E 発生源対策の推進 1 1 2 4 B
F 環境モニタリングの推進 1 1 2 B
G ごみの減量化・資源化の推進 4 1 5 A
H ごみの適正処理の推進 2 1 3 A
I 省エネルギー・再生可能エネルギーの推進 4 4 A
J 温室効果ガス排出量の削減に向けた対策の推進 1 1 2 A
K 環境教育・環境学習の推進 2 2 4 B
L 環境保全活動の推進 2 1 1 1 5 C
M 環境情報の発信 1 1 A
N 測定・監視の継続 3 3 A

28 8 11 3 0 1 51

施　　　　　　　策
個別事業評価

事業数 施策評価

合　　　　　　　　　　計



【個別事業】
事
業
№

目的（何のため） 計画（何をどのように） 目標項目
担当課
評　価

審議会
評  価

1

目標値

実績値

結　果

2

目標値

実績値

結　果

3

目標値

実績値

結　果

事業

№ 個別事業の評価結果（A～E）に対する担当課としての考え方・コメント

1

2

3

事業

№ 環境審議会からの総評

1

2

3

巡視業務については、まずは目標達成を継続することが重要であり、引続き施策の推進を望む一方で、さらにその具体的な成果をアピー
ルされたい。

被害木の調査時期の調整や、調査結果に応じた被害量が年度ごとにバラつきがあるとすれば、目標項目（指標）の設定を工夫すること
で、適切な評価ができるのではないか。

B

・目標値を達成することができたが、施業地域の選定や作業時期を工夫し、計画的に進めることが必要であり、今後も計画的に進めていく。
・流通量の拡大については、市場の動向に左右されるため、流通先の検討を行い、計画的に流通するように進めていく。

・毎月、現地を巡回し、報告書にまとめており、今後も計画的に毎月、巡回していく。
・巡視による市有林の現状を把握することにより、５年ごとに作成している森林経営計画に反映し、間伐等の施業を行っていく。

・調査時期の兼ね合いから計画は未達成であるが、毎年度ごとの巡視の結果を反映させ駆除を行っており、今後も計画的に実施する。
・被害木の量については年度ごとにばらつきがあるため、被害量に応じた駆除を行う。

施策評価

年々、地球温暖化の進行が懸念される中で、過去５年間においても最高の実績値を示しており、その対応について高く評価したい。引続
き施策の推進を望む。

A

広葉樹の植林、森林・里山の適正管理の推進（市有林の巡視業務、みやぎ里山林協働再生支援事業への登録）　【所管課：農林畜産課】

A

Ａ

50ha以上

140.88ha

栗原市の森林面積は約４４，０００haで森林率
は５５％となっている。森林は、植林し保育・間
伐、木材生産し、再度植林することで、循環で
きる唯一の資源であり、水源のかん養や二酸
化炭素の吸収による地球温暖化防止に寄与す
ることができる。

適正な森林整備の推進（植林、下刈、除
伐、保育間伐）、栗原産材の流通量拡大
など 森林整備の

実施面積

達成

Ａ

2,300ha

2,300ha

達成

施策の方向性

　市域の５割を占める緑豊かな森林は、土砂の崩落防止、水源の涵養、木材等の供給、温室効果ガスの吸収源、多様な動植物の生息生育域として
様々な機能を有しています。
　しかし、担い手不足などで林業従事者が減少し、森林の荒廃がみられます。森林が持つ多面的な機能を維持し、将来に引き継ぐため、植林や間
伐など適切な維持管理を推進します。
　また、地元木材の活用などによる林業の活性化を図ります。

市の施策

1.私有林の維持管理、植林の推進
　★私有林の植林や間伐などの適切な維持管理の推進に向け、森林計画の作成や森林施業の実施に不可欠な地域活動を支援します。
2.森林所有者による適切な維持管理の推進
　★森林の多面的な機能の維持に向け、植林、間伐などの適正な森林整備を支援します。
3.林業の活性化の推進
　★地元木材や林産物、間伐材などの活用を進めるとともに、林業後継者の育成を促進し、林業の活性化を図ります。

栗原の森林づくり支援事業　【所管課：農林畜産課】

Ｒ4進捗状況

人工林での間伐や枝打ち、里山林での広葉樹
植栽等を積極的に進める手法や、保育期にあ
る森林の整備と同時に、主伐期に達した立木
の活用方法についても検討する必要があるこ
から、市有林約2,300haの巡視業務により
現状等を把握する。

市有林巡視業務

市有林巡視
面積

市内においても、被害発生を加速させる高温
少雨の気象条件等により、被害木が増加して
いることから、伐倒駆除等の措置を行ない被
害の蔓延防止や景観保全等を図る。

伐倒駆除・地上散布・松くい虫被害調査

森林病害虫等防除事業　【所管課：農林畜産課】

470㎥

D0㎥ D被害木の材積
量

未達成

基本方針Ⅰ 清らかな水と豊かな緑に育まれ心安らぐまち

【施策A】 森林の保全



【個別事業】
事
業
№

目的（何のため） 計画（何をどのように） 目標項目
担当課
評　価

審議会
評  価

4

目標値

実績値

結　果

5

目標値

実績値

結　果

6

目標値

実績値

結　果

7

目標値

実績値

結　果

8

目標値

実績値

結　果

9

目標値

実績値

結　果

10

目標値

実績値

結　果

11

目標値

実績値

結　果

中山間地域の農業・農村では、平地との生産条件
の不利や農村地域の高齢化、担い手不足により維
持管理等が危ぶまれている。このため、中山間地域
等直接支払交付金事業により農業・農村の有する
水源かん養機能、洪水防止機能等の多面的機能の
維持・継続を支援するもの。

・中山間地域の農用地の保全、多面的機
能の確保

組織の構成
者数

735人

農地移動適正化斡旋事業、農用地利用集積事業及
び農地保有合理化促進事業により農業経営基盤強
化促進法に基づく水田に係る利用権を設定した者
に農地集積補助金を交付することにより、農地集
積を促進し、農地の規模拡大、有効利用、集団化等
による生産性の高い農業経営を目指す。

土地利用型担い手農業者の育成、農地流
動化の促進のため、利用権設定に対する
集積助成金を交付。担い手農業者の経営
安定と遊休農地の解消を図る。 農地集積

160ha

668人

未達成

42.41ha

未達成

中山間地域等直接支払交付金交付事業　【所管課：農業政策課】

C

C

C

C

農業者等が化学肥料・化学合成農薬の5割低
減の取組とセットで、地球温暖化防止を目的
とした農地土壌への炭素貯留に効果の高い営
農活動や、生物多様性保全に効果の高い営農
活動に取組む場合に支援を行います。

・地球温暖化及び生物多様性保全に効果
の高い営農活動に取組む農業者の支援
を図るため、環境保全型農業を行う農業
者に交付金を交付する。 取組者数

260人

・遊休農地（荒廃農地）の実態把握と発生防
止・解消
・農地の違反転用の早期発見と発生防止対策
等について重点的に取組むため

・重点地域（周辺農地に及ぼす影響の大きい
地域）を設定する。
・関係機関等の協力を得て、管内全ての農地
を対象に目視による巡回調査を実施する。
・パトロールの結果、遊休農地や違反転用を
発見した場合は、必要な助言指導を行う。

遊休農地（荒
廃農地）の解
消面積

年間5ha以上

69ha

達成

耕作放棄地復元モデル事業　【所管課：農業委員会事務局】

農業者の高齢化、後継者不足による農地の荒
廃増加が危惧されていることから、委員自ら
復元作業をモデル的に実施し、耕作放棄地解
消事業の周知を図るとともに、地域の担い手
等へ利用権設定を推進するため。

・各区毎1箇所復元可能な農地を選定
 （所有者から復元作業および担い手等への利用
権設定の同意を得た農地）
・作業に必要な農機具等は委員の持ち込みとし、
伐採、草刈、耕起等荒廃農地の状況に合わせ耕作
できる状態に復元する。
・復元完了後は、地域の担い手等に利用権設定の
斡旋を行う。

実施箇所（１
区～３区　各
１箇所）

3箇所

A A3箇所

達成

農業後継者・新規就農者育成対策事業　【農林畜産課】

農業の担い手を育成するため、農業の経営及
び技術を習得するための就農研修を受ける者
に対し、研修支援事業を実施することにより、
農業の担い手を確保し、意欲ある農業者の育
成に資する。

農業経営を継承する新規就農者やＵター
ンによる就農者に対し、経営を発展させ
るための取り組みの支援や青年農業団
体に補助金を交付することにより、事業
の活性化を図る。

新規就農者
数

15人以上

C C10人

未達成

ほ場整備事業　【所管課：農村整備課】

農作業効率を上げるため、環境に配慮した工
法により農地の区画を大きくし、担い手へ集
積する。

計画段階で、環境に配慮した工法を取り
入れる。 完了数（環境

に配慮した
工法を取り
入れたもの）

2箇所

A A2箇所

達成

栗原市農地パトロール　【所管課：農業委員会事務局】

A

環境保全型農業直接支払交付金事業　【所管課：農業政策課】

C

農地集積支援事業　【所管課：農林畜産課】

C94人

未達成

A

多面的機能支払交付金事業　【所管課：農業政策課】

施策の方向性

　生産の場でもある森林や農地とその周辺の集落で構成される里地里山は、いにしえより人の手で維持されてきました。また、里地里山は、本市
を代表する原風景であり、私たちに安らぎを与えています。
　近年、高齢化による農林業従事者の担い手不足などにより、耕作放棄地や森林の管理不足が見られます。
　ふるさと栗原の原風景を維持し、身近な自然である里地里山を活用しながら保全する取り組みを推進します。

市の施策

1.里山の適正管理の推進
　★里山が持つ機能の保全に向け、間伐や植林による里山の整備、森林病害虫等の防除などを支援します。
2.農地及び農地周辺の環境保全の推進
　★環境にやさしい農業の普及や環境に配慮した農地の整備などにより、農地の持つ多面的機能や、生態系の調査と保全を推進します。
3.農業の活性化の推進
　★農産物の地産地消や農地の集積化や耕作放棄地の有効活用などに取り組み、農業の活性化を図ります。また、農業の担い手の育成を支援
　　 します。

Ｒ4進捗状況

C136組織

未達成

農業者だけではなく地域団体等が幅広く参加
する組織により農地・農業施設の維持保全、農
村景観などを守る地域共同活動の実践や、環
境にやさしい営農活動への支援を実施する。

・146組織が共同活動として、農地・農業施設
等の維持管理や生態系保全、景観形成等農
村環境向上活動を実施。
・上記の内23組織が施設の長寿命化のため
の活動として、水路の布設・補修活動を実施。

活動組織数

152組織

C

基本方針Ⅰ 清らかな水と豊かな緑に育まれ心安らぐまち

【施策Ｂ】 里地里山の保全



事業

№ 個別事業の評価結果（A～E）に対する担当課としての考え方・コメント

4

5

6

7

8

9

10

11

事業

№ 環境審議会からの総評

4

5

6

7

8

9

10

11

・引続き施策の推進を望む。

・新規営農者数の目標値「１５人以上」に対して１０人の実績値は，概ね達成したと評価して良い実績と判断する。ただし、コメント欄の「協
議会補助金の未交付、事業採択者が出ていない」という点を踏まえると、実績値との関連性や、事業の効果が不明である。

C

・今年度2地区が権利者会議を終了した。できる限り面工事完了後、速やかに権利者会議を開催するように推進する。
・今後も早期完了を目指し事業推進していく。

・青少年クラブ連絡協議会（４Ｈクラブ）が活動休止中となっているため補助金も未交付。
・経営継承・発展等支援事業については、制度活用の相談が増えてきているものの、採択者が出ておらず事業を実施することが出来なくなっている。事前
相談等に取り組み制度活用のための準備段階から支援する必要ある。

施策評価

・高齢化による農林業従事者の担い手不足等の状況を考えれば、１増２減の「１増」は高く評価できる。しかし，高齢化による組織の弱体化
が根本的な問題であるなら、活動組織数を増やすという目標を相談対応・指導・助言で達成することは難しいと思われる。
・高齢化による活動組織数が減少するのは想定内であり、指標とする目標項目の設定の見直しを含め、施策の推進を検討されたい。

・実績値が５年間上昇し続けていることは高く評価できる。また、担当課コメントに、事業に対する積極的な姿勢が認められることも評価
できるので、引続き施策の推進を望む。

・取組人数は減少したものの、事業拡大により取組面積は増加したことについては高く評価したい。ただし、この５年間において、取組者
数が急激に減少傾向にあり、根本的な原因が単なる高齢化によるものなのか分析が必要と思われる。
・地球温暖化や生物多様性保全に効果の高い営農活動であり、メリットをＰＲするなど、更なる推進を望む。

・実績値は年々減少しており、比較的事業の推進しやすいところが少なくなってきている中での実績値と推量されるため、ポジティブに
評価したい。そのためにも、根本的な要因分析を含めた目標値の設定方法を工夫されたい。

・目標は達成できなかったが、計画した取組みにより、農家へ農地中間管理事業の制度内容が浸透しているという点について、令和２年
度から実績値が上昇傾向に転じていることから、積極的な取り組みが功を奏しているものと推察されるので、引続き推進を望む。

・引続き施策の推進を望む。

・取組組織の１増２減により、目標は未達成であるが、それぞれの組織が計画した活動を実施することができた。
R5年度末に計画期間満了を迎える組織が114組織あり、役員・構成員の高齢化等により、継続しない意向を示している組織があることから、組織からの
相談対応にあたるとともに、R6年度から新たな活動期間を迎えられるよう指導・助言を行っていく。

・計画どおり実施し目標値を大幅に上回り、解消面積は大幅に達成している。
・今後もパトロールや意向 調査を実施し遊休農地の解消を目指すが、高齢化などにより新たに遊休化する農地もある。また、非農地判断については、候補
となる農地の筆数が多いため時間を要する。なお、委員が所有者に意向を確認し貸借・売買などの希望者があれば、中間管理機構や地域の担い手へのパ
イプ役となり、遊休農地の減少に努める。

・事業要件に満たず、対象から外れた農業者がおり、取組人数は減少したものの、事業拡大により取組面積は増加した。

・目標は達成できなかったが、計画した取組みにより、農家へ農地中間管理事業の制度内容が浸透している。

・目標は未達成ながら、それぞれの組織が計画した活動を実施することができた。また、協定組織に参加している構成員の高齢化により、世代交代が進ん
だ組織があるなど、活動継続に対する意欲がみられる。

・計画どおり実施し目標達成できた。
・今後も荒廃農地解消活動を継続し、荒廃農地解消の必要性を農業委員会だよりなどでPR・周知を行う。



【個別事業】
事
業
№

目的（何のため） 計画（何をどのように） 目標項目
担当課
評　価

審議会
評  価

12

目標値

実績値

結　果

13

目標値

実績値

結　果

14

目標値

実績値

結　果

事業

№ 個別事業の評価結果（A～E）に対する担当課としての考え方・コメント

12

13

14

事業

№ 環境審議会からの総評

12

13

14

・被害面積及び被害額が増額しているものの、捕獲に向けた対策強化を行い、引き続き対策を強化していく。
・イノシシの捕獲件数が過去最高値を記録し、令和３年度に設置した市内３地区での広域的な防護設備（ワイヤーメッシュ柵）により前年度より被害面積及
び被害額が減少した。実施隊員の高齢化が顕著であるが、狩猟免許・銃所持に必要な経費の助成により隊員が増加した。

施策評価

・前年度から実績値が大きく改善しており，自然再生事業等の成果と評価する。生態系の様々な要因が複合的にからむ中、水質の改善は
なかなか難しいが、引続き施策の推進を望む。

B・目標値を大きく上回っており、伊豆沼・内沼環境保全財団を中心とした取組みの成果と評価する。引続き施策の推進を望む。

・被害面積・被害額ともに目標は達成できなかったものの、目標達成に向けた防護設備の設置や、市鳥獣被害対策実施隊員が増加してい
る点については高く評価したい。
・獣害が増加している中、今後益々被害対策費は増えていくと思われるため、影響の大きい動物種（イノシシ）対策への重点的な予算配分
などの検討も含め、更なる対策の推進を望む。

A609人

達成

・溶存酸素量における数値上の目標は達成できなかったが、宮城県が策定する「伊豆沼・内沼自然再生実施計画」に基づき、生物多様性の復元に向けたエ
コトーンの造成、ハス群落の刈払い、外来魚駆除等の取組みを計画的に実行されていることから、概ね達成できたものと捉えている。

・コロナ禍においても、保全財団の積極的な取組みにより、市の地域資源である伊豆沼・内沼の体験活動参加者実績につながっていると捉える。
・コロナ禍を機に、オンラインによる学習機会の選択肢も増えたことから、全体における参加者数は前年度実績を大きく上回ったものと捉えている。

沼の生態系保全のため、希少種の増殖・
復元活動に取組み、それらの生息場所で
あるエコトーン造成し、オオクチバスの防
除や、ハス群落適正管理に取組み、湖沼
内の負荷抑制・復元を目指す。

伊豆沼の溶
存酸素量

5mg/L以上

昨今、野生動物の出没により、農作物の被害
が増加し、人的被害懸念されるため、市鳥獣
被害防止対策協議会や市鳥獣被害対策実施
隊と連携し、被害防止策を講じる。

・市鳥獣被害対策実施隊への費用弁償、
わな設置謝礼、クマ、シカのわな見回りの
際の費用弁償等の対応。
・農作物被害防止防護設備設置補助金、
狩猟免許等取得補助金など

イノシシによ
る農作物の
被害面積／
被害金額

127a／1,406千円

529a／5,346千円

未達成

有害鳥獣対策　【所管課：農林畜産課】

C

自然体験講
座の参加人
数

150人以上

A

C

水鳥の生息地として国際的に重要な湿地及び
そこに生息・生育する動植物の保全を促し、湿
地の賢明な利用を進めるため。

公益財団法人伊豆沼内沼環境保全財団
の事業への協力や共催による事業運営、
ラムサール条約湿地関係市町村会議へ
の参加、伊豆沼・内沼自然再生協議会へ
の参加、関係機関との連携並びに情報交
換など

施策の方向性

　ラムサール条約湿地である伊豆沼・内沼には、白鳥やマガンなどの渡り鳥が飛来します。また、森林や里地里山には、多くの動植物が生息生育
し、地域固有の生態系が育まれています。
　しかしながら、森林の荒廃や開発などにより動植物の生息生育環境は悪化がみられます。そのため、ツキノワグマやイノシシなどが人の生活圏に
侵入し、農業被害などを引き起こしています。
　動植物の生息生育環境を守り、生物の多様性を育みながら共生していくため、生息生育環境を保全し、有害鳥獣や外来生物対策を推進します。

市の施策

1.伊豆沼・内沼の保全の推進
　★伊豆沼・内沼の水質改善、湿地環境や動植物の保全を関係機関と連携して推進します。
2.有害鳥獣対策の推進
　★有害鳥獣による農作物や人的被害の防止に向け、防除や捕獲などの対策を関係機関と連携して推進します。

Ｒ4進捗状況

B

伊豆沼・内沼自然再生事業　【所管課：環境課】

B4.1mg/L

未達成

ラムサール条約湿地としての取組　【所管課：環境課】

伊豆沼・内沼は、国際的にも重要な渡り鳥の
越冬地で、水生植物や魚介類、昆虫類の宝庫
でもある。しかし富栄養化、外来生物などの影
響を受けており、沼の自然環境と地域社会
を、将来世代に残していくことを目的に保全
作業を実施するものである。

基本方針Ⅰ 清らかな水と豊かな緑に育まれ心安らぐまち

【施策C】 生物多様性の保全



【個別事業】
事
業
№

目的（何のため） 計画（何をどのように） 目標項目
担当課
評　価

審議会
評  価

15

目標値

実績値

結　果

16

目標値

実績値

結　果

17

目標値

実績値

結　果

18

目標値

実績値

結　果

事業

№ 個別事業の評価結果（A～E）に対する担当課としての考え方・コメント

15

16

17

18

事業

№ 環境審議会からの総評

15

16

17

18

・月１回以上公園点検を実施することで、不具合時に必要な措置を早急に行い、お年寄りから子供まで心から安らぎを実感でき、利用者の安全確保につな
がるという目標設定理由の観点から、継続的に点検を実施したため目標が達成されたと考える。

B141万人

未達成

未達成

・新型コロナの影響により、体験型の事業が実施できず、参加者数の目標は未達成となってしまったが、コロナ禍における事業の企画運営に有効な取組
や、アフターコロナを見込んだ人材育成や販路開拓を進めることができた。

・公園の点検　各月1回
月１回以上
点検した公
園の個所数
１００％

100%

A

B

・観光入込数については、感染症の影響からの回復期ということもあり、目標は達成できなかったものの、計画した取り組みについては、感染症対策を徹
底したうえで実施することができた。
・ウェブサイトや、複数のSNSを活用した観光資源、物産等のPR等、継続的な情報発信を行ったことにより、認知度アップにつながってきている。

・観光入込数については、感染症の影響からの回復期ということもあり、目標は達成できなかったものの、様々な情報媒体を使った情報発信にも積極的に
取り組み、栗原市の認知度アップにつながってきている。
・ウェブサイト、SNS等を活用した情報発信のほか、テレビCM、観光情報誌などでの情報発信を実施し、認知度向上につなげている。

A100%

達成

観光情報総合発信事業　【所管課：田園観光課】

雑誌、新聞等の紙メディア、テレビ、ラジオ等
の放送メディア、さらにはインターネットの
webサイトやソーシャルネットワーキングサー
ビス（ＳＮＳ）などを活用した観光情報を継続
的に発信することにより、誘客拡大を図るこ
とを目的とする。

・旅雑誌・新聞等への広告掲載、ラジオ・テレ
ビ番組・インターネットやＳＮＳによる観光情
報発信
・大規模イベント等へのブース参加、ＪＲ東日
本駅構内での看板掲示などによる観光情報
発信
・インバウンド推進に向けた観光情報発信

観光客誘客
人数

220万人

C11人

公園等の維持管理　【所管課：都市計画課】

市が管理している公園など定期的な維持補修
を行い、地域住民の憩いの場として、より快適
に利用できるよう維持管理に努める。

B141万人

未達成

グリーンツーリズム促進支援事業　【所管課：農林畜産課】

農村との交流により、農業・農村に対する関心
や理解を深めてもらうことを目的とし、また、
農業者を主としたグリーンツーリズム実践者
等の人材の育成を目的とする。

栗原市の自然や美しい農村景観、農林産
物の生産技術、生活・文化等の地域資源
を活用し、都市住民等を受け入れる体験
活動の実施及び農林産物等の販売促進
事業等を実施し、地域活性化を図る。

交流人口（グ
リーンツーリ
ズム）

500人以上

C

関係機関と協力しながら、特産品の販売を通
じて栗原市の情報発信と認知度の向上を図
る。

・仙台圏や連携都市で開催される各種物
産市における販売と観光ＰＲ
・宮城ふるさとプラザ等におけるアンテ
ナショップへの出展と観光ＰＲ

観光客誘客
人数

220万人

B

観光・物産振興事業　【所管課：田園観光課】

施策の方向性

　伊豆沼・内沼や栗駒山など多くの環境資源があります。また、本市に多く残されている里地里山は、私たちの最も身近な自然でもあり、環境資
源でもあります。
　これらの環境資源は、自然とふれあえる場であり、現在も体験型プログラムや保全活動が実施され、多くの人々が訪れています。
　今後も、市内の環境資源を活用したグリーンツーリズムを推進するとともに、市内で暮らす人々の憩いの場でもある公園の整備や維持管理を進
め、安らぎのあるまちづくりを進めます。

市の施策

1.環境資源の活用の推進
　★伊豆沼・内沼や栗駒山などの環境資源と、農村との交流などを組み合わせたグリーンツーリズムを推進します。
2.体験型プログラムの充実
　★里地里山などの環境資源を活用した体験型プログラムの開発や、自然体験などの指導者の育成を図ります。
3.公園の整備と適切な維持管理
　★公園の設備の点検や整備、地域住民と連携した樹木のせん定や草刈りなどを推進し、市民に安らぎの場を提供します。

Ｒ4進捗状況

施策評価

B

・コロナ禍の影響を踏まえれば、誘客人数の未達成はやむを得ず、その中での実績としては評価できる。今後も引続き施策の推進を望
む。

・コロナ禍の影響を踏まえれば、誘客人数の未達成はやむを得ず、その中での実績としては評価できる。なお、ＳＮＳ等による観光情報発
信事業の成果を測る指標としては、アクセス数での評価への見直しも検討されたい。

・早期の体験型事業の再開と、教育機関等との連携や各種情報発信を活用した集客施策を検討されたい。また、コメント欄にある「人材育
成や販路開拓を進めることができた」という点については大事な実績であるので、もう少し具体的な記載があると良かった。

・今後も継続して実施されたい。

基本方針Ⅰ 清らかな水と豊かな緑に育まれ心安らぐまち

【施策D】 豊かな自然の活用



【個別事業】
事
業
№

目的（何のため） 計画（何をどのように） 目標項目
担当課
評　価

審議会
評  価

19

目標値

実績値

結　果

20

目標値

実績値

結　果

21

目標値

実績値

結　果

22

目標値

実績値

結　果

事業

№ 個別事業の評価結果（A～E）に対する担当課としての考え方・コメント

19

20

21

22

事業

№ 環境審議会からの総評

19

20

21

22

B

・公害苦情通報件数の増加という点について、苦情増加の要因分析を踏まえた目標値の見直しも検討されたい。なお、通報受付後の迅
速・適切な対応処理によって、要因の改善・解消が図られている点については評価したい。今後も引続き施策の推進を望む。

・今後も重大事故防止に向けた施策の推進を望む。

・生活様式における住民ニーズ及び住環境の変化によって、苦情内容も多様化してきている中で、通報受付後の迅速・適切な対応処理により、要因の改
善・解消につなげていくことが重要と捉えている。
・目標項目である「通報件数」は、目標値を達成することはできなかったが、継続案件1件を除く8件については改善・解消が図られたことを踏まえた評価
としたもの。

・関係機関との連携による迅速な対応により、重大事故につながる事案の発生はなく、目標を達成することはできた。
・漏油発生件数を見ると、昨年同等の件数で推移しているが、今後、漏油件数そのものの減少に向けて、交通事故や建物火災に起因する事案以外に、家庭
での不注意事案などのケースを防止するための啓発活動を継続していく。

・目標未到達ではあるが、目標年次に向けて水洗化率は着実に向上している。

・石綿セメント管更新工事を1,774ｍ実施し、年度内に竣工することができた。

施策評価

アスベスト対策の推進　【所管課：施設課】

将来にわたり安全・安心な水道水を安定的に
供給するため。

石綿セメント管について、耐震化、漏水
防止のため布設替工事を行う。

石綿管の更
新

2,300ｍ

C C1,774m

未達成

A0件

達成

生活排水の適正な処理　【所管課：施設課】

生活及び地域環境の整備、公共用水域の水質
改善のため。

下水道接続率向上対策として、各種補助
制度の地区説明会を行うとともに、広報
紙及びホームページ等で広くＰＲしなが
ら、接続率向上に努める。

水洗化率

87%

C C83.7%

未達成

年間1件以下

A

漏油等による
水質事故件数
（初期対応の
遅れによる取
水制限等の事
故発生件数）

騒音・振動・悪臭等の公害苦情における原因
者に対して、指導等による改善を図り、住み良
い街づくりを目指す。

・騒音規制法・振動規制法及び宮城県公
害防止条例に基づく特定施設等の届出
受理及び必要に応じた指導・監督
・騒音振動及び悪臭等の公害苦情発生時
の迅速な対応・指導による改善・解消に
努める

公害苦情通
報件数

年間5件以下

B

・目標値87％は令和9年度を達成年次としているので、直線的な増加を想定すれば令和４年度の目標値は、ほぼ達成と評価できる。地道
な戸別訪問が成果に繋がっていると推察されるので、今後も引続き対応されたい。

・目標値には届かなかったものの、７７％の 達成は評価したい。今後の早急な対応を望む。

苦情・公害関係による事業者への指導　【所管課：環境課】

施策の方向性

　事業所が発生源となる大気汚染、水質汚濁、騒音、振動、悪臭は、法令等の規制や監視により低減しており、今後も、環境負荷の低減に向け、指
導や監視を継続していきます。
　また、法令等の対象とならない小規模の事業者や、家庭からの環境負荷の低減に向けた対策を推進します。

市の施策

1.事業所への法令等による指導
　★事業所からの汚染物質などの排出抑制に向け、法令等による規制基準遵守を指導し、環境負荷の低減を図ります。
2.公害苦情への適切な対応
　★公害苦情の原因者に対して改善の指導を行い、住みよいまちづくりを目指します。
3.生活排水対策の推進
　★公共用水域の水質改善に向け、計画的な公共下水道の整備を進めます。また、公共用下水道への接続及び合併処理浄化槽への切り替えの
　　 支援など、水洗化率の向上を図ります。
4.安心な暮らしの確保
　★有害物質などによる健康被害や、動植物の生息生育環境への影響に関する情報を収集し、市民、事業者に周知を図ります。

Ｒ4進捗状況

B9件

未達成

漏油等による水質事故防止対策　【所管課：環境課】

漏油事故は、火災発生の危険があるだけでな
く、河川への流出による水質汚染や水道水へ
の影響など、日常生活に甚大な影響を及ぼす
恐れがあるため、未然防止の徹底と事故発生
時の迅速な対応による被害拡大の防止を目
指す。

不注意等による漏油発生の抑制のため
の周知活動及び、事故発生時の関係機関
との連携対応マニュアルの随時更新と応
急対応用の資機材の適正な在庫管理を
行う。

基本方針Ⅱ 資源を守り 安心して快適に暮らせるまち

【施策E】 発生源対策の推進



【個別事業】
事
業
№

目的（何のため） 計画（何をどのように） 目標項目
担当課
評　価

審議会
評  価

23

目標値

実績値

結　果

24

目標値

実績値

結　果

事業

№ 個別事業の評価結果（A～E）に対する担当課としての考え方・コメント

23

24

事業

№ 環境審議会からの総評

23

24

・R4年度～R8年度までの5年間の実施計画の策定及び、実施計画に基づくR4年度度の測定・評価を計画どおり実施することができた。
・R4年度の測定の結果、国道4号線の区間2地点において、環境基準値を超過。当該測定結果について、環境省に報告し、生活環境が著しく損なわれると
認められる場合には、宮城県公安委員会に対して改善措置を要請することとなる。

・昭和40・50年代の旧町時代に締結している協定もあることから、まずは個別の協定内容について再確認を行い、対象事業所を整理した。
・各事業所によって、旧町のほか水利権者や当該行政区住民代表など、異なる関係者が複数含まれているケースも多く、1事業所の個別協定の見直し作業
にも所要の期間を要したことから、計画した取組みを一部できなかった。

施策評価

B

A

水質検査　【所管課：環境課】

D D

・モニタリングの区間及び調査地点数の目標を達成できた点は良かったが、環境基準値の超過が見られたのはいかがなものか。生活環
境の保全に向けて引続き施策の推進を望む。

・協定内容の確認等の作業について、速やかに進められたい。なお、対象事業所のうち、未報告の事業者に対しては然るべき対応を取ら
れるよう対処されたい。

A測定：3地点
評価：5区間

達成

市等と事業者で締結している公害防止協定に
おいて、水質に係る取り決め（水質検査、結果
報告等）がある場合は、定期的に水質検査の
報告を受け、水質汚濁の監視を行う。

公害防止協定において、水質に係る取り
決め（水質検査、結果報告義務等）がある
１９事業所から協定に基づく報告を受け
ることを前提とするが、町村合併前の協
定に関しては協定の存廃を含めた解消
を図る。

報告を受け
協定を遵守
する事業所
数

14事業所

４事業所

未達成

自動車騒音常時監視　【所管課：環境課】

施策の方向性

　市民が安心して暮らすため、宮城県で実施している大気環境などの常時監視や公共用水域の水質調査に加え、本市においても騒音など環境の
モニタリングを推進します。

市の施策

1.各種環境調査への実施と協力
　★市内の環境の状況を把握するため、大気環境や水循環などの生活環境のモニタリング調査を県と連携して実施します。調査結果については、
　　 広報やホームページを活用し公表します。

Ｒ4進捗状況

騒音規制法第18条第1項の規定に基づき、主
要幹線道路の自動車騒音レベルの測定及び必
要な評価を行い、市内の自動車交通による騒
音の状況を把握する。

・令和4年度において、令和4年度～8年
度（5年間）の自動車騒音常時監視実施
計画を策定する
・計画に基づく対象道路の騒音測定及び
面的評価を確実に実施し、調査結果を国
に報告する

モニタリング
の区間及び
調査地点数

測定：3地点
評価：5区間

基本方針Ⅱ 資源を守り 安心して快適に暮らせるまち

【施策F】 環境モニタリングの推進



【個別事業】
事
業
№

目的（何のため） 計画（何をどのように） 目標項目
担当課
評　価

審議会
評  価

25

目標値

実績値

結　果

26

目標値

実績値

結　果

27

目標値

実績値

結　果

28

目標値

実績値

結　果

29

目標値

実績値

結　果

事業

№ 個別事業の評価結果（A～E）に対する担当課としての考え方・コメント

25

26

27

28

29

事業

№ 環境審議会からの総評

25

26

27

28

29

・有機肥料のPRを進め、引き続き販売量を増やすよう努める。

・発生汚泥を全量再資源化を行った。

100%

達成

水道の浄水過程で発生する浄水発生土を、資
源循環システムの構築と環境への負荷の低減
を目的に、リサイクル処理を行う。

浄水発生土を中間処理業者に排出し、建
設再生土として再利用する。 浄水発生土

のリサイクル
率

100%

・発生土を全量再資源を行った。

下水道汚泥リサイクル処理の推進　【所管課：施設課】

現在、瀬峰・高清水浄化センターから排出され
た汚泥は、緑農地利用（肥料、コンポスト化）や
建設資材利用（セメント原料化）を行ってお
り、引き続き、脱水汚泥の全量リサイクルを完
遂することにより、資源循環型社会の形成に
寄与する。

瀬峰・高清水浄化センターから排出され
た脱水汚泥を、緑農地利用（肥料、コンポ
スト化）や建設資材（セメント原料化）によ
る全量リサイクルを完遂する。

脱水汚泥の
リサイクル率

100%

A100%

達成

A A

水道浄水場浄水発生土のリサイクル処理の推進　【所管課：施設課】

A

・新型コロナウイルス感染拡大防止の影響や一人世帯が亡くなった場合などの家片付け・家じまいをする方が増え、人口が減ったうえにごみの排出量が増
えるという状況になっていることから、目標は未達成であるが、計画した取組を実施した。

・化学肥料の価格の高騰などの背景もあるが、チラシ配布、広報などの効果で利用者も増加傾向にあり、焼却灰についても再利用を図ったため、目標を達
成できた。

A72%

達成

有機センターの管理運営　【所管課：農林畜産課】

家畜排せつの適正な処理を行い、生産された
有機肥料を利用した環境保全型農業を推進す
ることにより、悪臭・水質汚濁等の畜産経営に
起因する環境汚染の防止と、経営の合理化及
び耕畜連携の促進を図る。

堆肥搬入量、肥料生産量、肥料販売量
 築館：搬入量 1,832ｔ　販売量 455ｔ
 栗駒：搬入量 2,715ｔ　販売量 527ｔ
 金成：搬入量 2,182ｔ　販売量 574ｔ

肥料販売額

10,000,000円

A A10,371,258円

達成

C815g/人･日

未達成

 衛生センターから発生する汚泥の肥料化　【所管課：衛生センター】

循環型資源再生利用の推進のため し尿の処理工程で発生する汚泥に薬品
を添加し脱水して、汚泥肥料として利用
を希望する市民に無料で配布している。

発生汚泥を
堆肥化し農
地等に還元
した割合

65%以上

A

栗原市一般廃棄物処理基本計画を策定し栗
原市，事業者及び市民が循環型社会の形成を
目指して、それぞれが適切な役割分担のもと
で連携し、積極的に施策に取組んでいく。

・ごみ収集カレンダーの発行による、ごみ
の分別や減量化の周知
・いどう市民セミナーの実施

一人1日当
たりのごみ
排出量

756g/人･日

C

一般廃棄物処理基本計画の推進　【所管課：環境課】

施策の方向性

　市民や事業者のごみ問題に対する意識は、高くなっていますが、本市の一人１日当たりのごみ排出量は増加傾向、資源化率は低下傾向で推移し
ています。
　本市は、ごみの排出を抑制し（リデュース）、不要なものは買わない（リフューズ）、ものを修理しながら使う（リペア）、ものをそのままの形で繰り
返し使う（リユース）、資源として再生利用する（リサイクル）の５Rを推進しています。
　市民や事業者の５Rに向けた取り組みの実践を啓発し、ごみの減量化・資源化を推進します。

市の施策

1.市民、事業者へのごみの減量化・資源化に向けた取り組みの推進
　★循環型社会の形成を目指し、市民、事業者のごみの減量化・資源化に向けた５Rの取り組みを促進します。
2.市及び関連施設からのごみの減量化・資源化の推進
　★市及び関連施設で発生する汚泥などや建設廃棄物の再資源化により資源循環システムの構築と環境への負荷低減を推進します。

Ｒ4進捗状況

施策評価

A

・計画した取組みを実施したにも関わらず増加したのは残念。取組みの効果を評価できる目標の設定方法を検討し，今後につなげられた
い。また、従来どおりの取組みだけでは限界もあり、増加しているゴミの種別に特化した対策や製品プラスチックの収集なども含めて検
討されたい。

・化学肥料等の高騰が背景にあるかもしれないが、循環型社会の形成にとても大事な事業であり、引続き施策の推進を望む。

・有機センターは畜産業及び環境保全型農業を支える極めて重要な施設であることから、その健全な管理運営を達成したことは高く評価
できる。

・100%達成の継続を目指して、引続き施策の推進を望む。

・100%達成の継続を目指して、引続き施策の推進を望む。

基本方針Ⅱ 資源を守り 安心して快適に暮らせるまち

【施策G】 ごみの減量化・資源化の推進



【個別事業】
事
業
№

目的（何のため） 計画（何をどのように） 目標項目
担当課
評　価

審議会
評  価

30

目標値

実績値

結　果

31

目標値

実績値

結　果

32

目標値

実績値

結　果

事業

№ 個別事業の評価結果（A～E）に対する担当課としての考え方・コメント

30

31

32

事業

№ 環境審議会からの総評

30

31

32

・不法投棄ごみの早期発見・回収に向けて、市公式ラインに通報機能を新設し、市民からの情報提供ツールを新たに拡充した結果、必然的に通報件数が増
加したため、目標を達成できなかったものである。
・件数の減少に向けて、重点箇所への看板設置や、悪質な不法投棄の再発防止に向けた対応を強化できていると捉えている。

・計画どおりクリーンナップ作戦を実施したほか、栗原市公衆衛生組合連合会が主体となった環境フェアでの回収作業を実施することができた。
・4年ぶりの通常実施として、企業・各種団体・個人合わせて656人が参加した中で伊豆沼・内沼クリーンキャンペーンを実施し、栗原の地域資源周辺の不
法投棄ごみの回収と環境美化の意識啓発を図ることができたと捉える。

・目標を達成することができた。
・前年度から10,460㎏（△17.35％）回収量が減少した。

施策評価

A

・いまだに不法投棄が多いのが残念ではあるが、新しい取組みにより案件が掘り起こされたのは好事例と捉える。引続き100％達成を
目指して施策の推進を望む。

・地道な取組みではあるが、引続き施策の推進を望む。

・№30とも関連するが、海洋プラスチックなどのグローバルな問題も含めて周知を進めてはいかがか。引続き地道に取り組まれることを
期待したい。

農業用廃プラスチックの適正処理　【所管課：農林畜産課】

農業環境規範をはじめとした、人と環境にや
さしい農業を目指し、農業用廃プラスチックの
適正処理の周知徹底と分別処理を実施するこ
とで、循環型社会の形成に資する。

農業用廃プラスチックの適正処理を推進
するため、適正処理の周知徹底と分別回
収を実施する。

農業用廃プ
ラスチック
の回収事業
の実施回数

年2回以上

A A２回実施

達成

A年3回実施

達成

B68件

未達成

市民・事業者と連携したクリーン活動　【所管課：環境課】

A

B

市の豊かな自然環境や生活環境について、適
切な状態を保持するため、ポイ捨てや不法投
棄されたごみの回収・撤去について、市民や
民間事業者などとの官民連携により実施する
もの。

地域主導の一斉清掃の実施や、伊豆沼・
内沼クリーンキャンペーンの実施のほ
か、産業廃棄物処理事業者等で構成す
る、一般社団法人宮城県産業資源循環協
会県北支部と連携した、不法投棄ゴミの
クリーンナップ作戦などの実施

クリーンナッ
プ作戦の実
施回数

年1回以上

不法投棄を防止し、ゴミのない綺麗な街づく
りを目指す。

不法投棄パトロール、各地区一斉清掃、
資源回収事業、広報紙・看板設置事業に
よる啓発活動などを実施する。 不法投棄物

の撤去件数

60件以下

不法投棄防止対策　【所管課：環境課】

施策の方向性

　幹線道路などへのゴミのポイ捨てや山間部への不法投棄は、監視やクリーンナップ作戦などの実施により改善しています。
　しかしながら、今後も市民や事業者などと連携したポイ捨てや不法投棄の防止対策を実施し、ゴミを捨てにくい環境づくりを推進します。

市の施策

1.不法投棄防止対策の推進
　★不法投棄の防止に向け、広報紙などによる周知や監視を推進します。また、関係団体と連携した不法投棄ごみの撤去を実施します。
2.ごみの適正処理の推進
　★ごみ処理による環境負荷の低減と資源化に向けた適正処理を推進します。

Ｒ4進捗状況

基本方針Ⅱ 資源を守り 安心して快適に暮らせるまち

【施策H】 ごみの適正処理の推進



【個別事業】
事
業
№

目的（何のため） 計画（何をどのように） 目標項目
担当課
評　価

審議会
評  価

33

目標値

実績値

結　果

34

目標値

実績値

結　果

35

目標値

実績値

結　果

36

目標値

実績値

結　果

事業

№ 個別事業の評価結果（A～E）に対する担当課としての考え方・コメント

33

34

35

36

事業

№ 環境審議会からの総評

33

34

35

36

A

・すでに全一般事務車両を低公害車にできたのであれば，新たな目標設定の検討も必要ではないか。

・引続き事業のスピードアップについて検討されたい。

・市独自の取り組みとして、引続き施策の推進を望む。

・再生可能エネルギー事業の推進は必要ではあるが、地域に貢献する事業であることが前提と考える。市の地球温暖化対策実行計画（区
域施策編）の策定にあたっては、地域の特性を考慮して目標を定め，バランスの良い開発となるよう期待したい。また、栗原市においては
地熱ポテンシャルが高い地域があるため、県と協働し開発を促進されたい。

・一般車両購入時の低公害車の購入比率の目標値を達成できた。

・二酸化炭素の排出削減（約15,000kg-co2）を図れ目標を達成できたため

・受付開始から約6か月で計画台数に達するなど、事業の周知が図られ、市内における電気自動車の普及促進に一定の効果があったものと捉えている。
・県内自治体では、同様の補助事業の例はないことから、今後、他自治体への派生も見込まれる。

・R3年6月の条例施行により、自然環境や生活環境の保全を踏まえた再エネ発電事業の設置について、発電事業者等に対するチェック機能と適切な指導
が図られていると捉える。

施策評価

みやぎ環境交付金を活用した地球温暖化防止
及び脱炭素に向けた取組みとして、環境負荷
の少ない次世代型クリーンエネルギー自動車
（電気自動車等）の普及促進を図る。

①電気自動車購入支援事業の実施（補助
件数：年間10台程度、補助対象：電気自
動車、プラグインハイブリッド自動車、燃
料電池自動車）
②電気自動車充電インフラ整備事業（市
内における充電スポットの整備に向けた
取組みの検討・実施）

当該補助事
業を活用し
て導入され
た電気自動
車の総台数

10台

A再生可能エネルギー発電
事業に関する条例の運用

達成

A A

再生可能エネルギーの普及や利用の検討　【所管課：環境課】

A

A14,304kg－CO2
(19基)

達成

10台

達成

電気自動車購入支援等事業　【環境課】

国では、これまでの化石燃料に依存してきた
社会から温室効果ガスを排出しないクリーン
エネルギーを軸とする産業構造や社会システ
ムへの変革に向けた方針が示されており、国・
県の政策の動向を見極めながら市としての施
策の検討及び取組みを実施していく。

全国の脱炭素先行地域の取組み状況や、
市の再エネポテンシャル調査・分析等を
踏まえつつ、国の地域脱炭素移行・再エ
ネ推進交付金や、県のみやぎ環境交付金
等を活用した施策の検討・取組みを行っ
ていく。

再生可能エ
ネルギーの
利用や普及
方法の検討

検討結果の取りまと
め

A100%

達成

LED道路照明灯交換事業　【建設課】

既存の道路照明灯において、水銀灯及びナト
リウム灯が未だ残っており、環境負荷を低減
するための省エネルギーに係る取り組みが急
務となっている。

道路照明灯水銀灯をLED灯へ交換

二酸化炭素
排出量の削
減

11,392kg－CO2
(19基)

A

低公害車の導入により地球温暖化防止策を推
進し低炭素社会の実現を図る。

一般事務車両の更新に当たっては、低公
害車を購入し、順次、低公害車への切り
替えを行う。また、保有車両の適正化
（減）を図る。

一般事務連
絡用車両購
入の際の低
公害車の比
率

100%

A

低公害車の導入　【所管課：管財課】

施策の方向性

　本市では省エネルギーに向け、多くの市民、事業者がこまめに電気を消すなどの節約への取り組みを実施しており、また、再生可能エネルギー
である太陽光発電システムは、急速に普及が進んでいます。
　今後も省エネルギー型製品の導入推進などによる省エネルギー対策を推進するとともに、化石燃料によらない再生可能エネルギーの活用を図
り、エネルギーの地産地消を推進します。

市の施策

1.省エネルギーの推進
　★省エネルギーに向けた取り組みの情報提供や省エネルギー機器導入の支援により市民、事業者の省エネルギーへの意識向上を図ります。
2.市及び関連施設の省エネルギーの推進
　★節電などに加え、道路照明のＬＥＤ化や公用車へのハイブリッド車や低公害車の導入による省エネルギーを推進します。
3.再生可能エネルギーの利用
　★国のエネルギー政策の動向を見極めながら、再生可能エネルギーの利用や普及について検討します。

Ｒ4進捗状況

基本方針Ⅲ 地球を思いやり やさしい暮らしを営むまち

【施策I】 省エネルギー・再生可能エネルギーの推進



【個別事業】
事
業
№

目的（何のため） 計画（何をどのように） 目標項目
担当課
評　価

審議会
評  価

37

目標値

実績値

結　果

38

目標値

実績値

結　果

事業

№ 個別事業の評価結果（A～E）に対する担当課としての考え方・コメント

37

38

事業

№ 環境審議会からの総評

37

38

・温室効果ガス排出量について、目標年度であるR12（2030年度）において、対H25年度比：40％削減という目標に向けて、R4年度実績では、目標値
を達成することができたが、その大きな要因としては新型コロナウイルス感染拡大による公共施設等の活動量そのものが減少したことによるもの。このた
め、アフターコロナにおけるR4年度以降のエネルギー使用量の抑制が課題と捉える。

・環境基本計画の中間見直し（一部改訂）に基づき、当該事業を新規追加したもので、具体的な取組みはR5年度から実行していくものであるため、R4年
度実績にかかる評価は「対象外」としたもの。

施策評価

A

A

栗原市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）の策定・推進　【所管課：環境課】

※ ※

・目標を達成できたことは素晴らしい。次のステップとして、公共施設等の活動量を増やしつつ、二酸化炭素排出量を下げるデカップリン
グの推進に向けて知恵を絞られたい。

・総合計画に匹敵するようなとても重要な計画であり、市全体として取組みとしてより良いものになるよう期待したい。

A22,305,223kg-
CO2

達成

2050年カーボンニュートラルの実現に向け
た国・地方一体となった脱炭素への流れを、
市の成長の機会と捉え、温室効果ガス排出量
の削減に向けた取組みを一層加速化させてい
く。このため、国が掲げる中期目標「2030年
度の温室効果ガス46％削減」に向けて、市
民・事業者等の取組みも含めた市域全体の
ロードマップ（削減計画）を策定するもの。

市域全体における温室効果ガス排出量
の削減計画を策定し、再生可能エネル
ギー導入の促進や省エネ等による排出抑
制などを含めた具体的な取組みを実行
していく。

市域全体に
おける温室
効果ガス排
出量削減計
画（区域施策
編）の策定

－

環境基本計画中間見直し
による方向性の決定

－

栗原市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）の推進　【所管課：環境課】

施策の方向性

　『２０５０年カーボンニュートラル』の実現に向けた国・地方一体となった脱炭素への流れを、市の成長の機会と捉え、温室効果ガス排出量の削減
に向けた取組みを一層、加速化させていきます。
　このため、国が掲げる中期目標『２０３０年度の温室効果ガス４６％削減』に向けて、市が管理する施設からの温室効果ガス排出量の削減に加え、
市民・事業者等の取組みも含めた市域全体のロードマップ（削減計画）を策定し、ゼロカーボンシティの実現に向けた取組みを実行していきます。

市の施策

1.地球温暖化対策実行計画【事務事業編】の推進
　★市役所の事務事業により排出される温室効果ガスの削減に向け、市職員が率先して取り組むことにより市民・事業者に対しての温室効果
　　 ガス排出量削減の啓発を図ります。
2.地球温暖化対策実行計画【区域政策編】の策定及び推進
　★市民・事業者等の取組みを含めた市域全体における温室効果ガス排出量の削減計画を策定し、再生可能エネルギー導入の促進や省エネ等
　　 による排出抑制などを含めた具体的な取組みを実行していきます。

Ｒ4進捗状況

地球温暖化対策の推進に関する法律第21条
第1項に基づき、市役所の事務事業に関して、
職員自ら率先して温室効果ガスの排出削減に
取り組むことにより環境負荷の低減を図るこ
とを目的としている。

第３期栗原市地球温暖化対策実行計画
の推進を図るとともに、毎年１回、進捗状
況の点検・評価を行い、必要に応じた取
組を実施する。

温室効果ガ
ス排出量

22,752,275kg-
CO2

基本方針Ⅲ 地球を思いやり やさしい暮らしを営むまち

【施策J】 温室効果ガス排出量の削減に向けた対策の推進



【個別事業】
事
業
№

目的（何のため） 計画（何をどのように） 目標項目
担当課
評　価

審議会
評  価

39

目標値

実績値

結　果

40

目標値

実績値

結　果

41

目標値

実績値

結　果

42

目標値

実績値

結　果

事業

№ 個別事業の評価結果（A～E）に対する担当課としての考え方・コメント

39

40

41

42

事業

№ 環境審議会からの総評

39

40

41

42

B

・とても大事な事業であるため、市内すべての学校での継続的な実施を目指してもらいたい。

・SDGsとの関わりも含め、環境問題については市民・学生と共有すべきものとして、積極的に取り組まれたい。なお、アンケートによる
フィードバックは、事業内容を改善するために有用であり、開催の都度実施されたい。

新型コロナウイル感染症の影響もあり、幼稚園、小学校での地域清掃活動等への取組が少なかったものの、校(園)内での植栽活動が継続的に行われ、目
標を達成することができた。

・新型コロナの影響による活動量の制限が少しずつ緩和され、アフターコロナにおける新たな活動様式が定着化される中で、目標値には達しないものの、
市民及び高校生向けの取組みを積極的に再開できたことは、一定の成果と捉えます。
・市の直接的事業のほか、宮城県が主催する講師派遣事業の活用について、周知を図る中で、ニーズに沿った質の高い学習機会につながったと捉えます。

計画のとおり目標を達成することができた。

目標（市内小中学校全校）は未達成だが、計画した取組を確実に実施できた。コロナ禍だったが前年度の延べ実施回数65回を大幅に上回る94回の実施
があった。ジオパーク学習交流会の実施については実施時期に新型コロナが拡大したため、やむなく中止とした。

施策評価

ジオパーク学習　【所管課：ジオパーク推進室】

自然環境との関係性を認識して、保全の必要
性について考え、新たな価値観や行動を生み
出せる人材を育てる。

校長会や教育研究会、学校教育関係者に
対しジオパーク学習の説明会を実施す
る。 取組み学校

数

19校

B B13校

未達成

B5回

未達成

「まなびの財箱」人材バンクのリスト作成　【所管課：社会教育課】

市民のライフステージにあった自主的な学習
活動や社会参加活動を支援・奨励するため、
指導者に関する必要な社会教育関係団体の
情報を提供することにより、生涯学習の振興
を図る。

社会教育関係団体の登録を随時受付、登
録団体の情報共有（社会教育課及び各教
育センター、市内社会教育施設及び体育
施設（指定管理施設）並びに庁内内部情
報系システム共有文書掲載）

登録団体数
（社会教育団
体）

500団体

A A540団体

達成

実施回数10回、
理解した割合70％以

上

B
実施回数、
学習のアン
ケートで理
解した割合

身の回りの自然環境・社会環境とそれに関わ
る問題や環境の実態について関心をもたせ、
調査活動や栽培活動・清掃活動等の体験活動
を通して、より良い環境づくりのために進んで
行動しようとする意欲や実践力を養う。

各学校で授業、行事等の実施計画を立案
するにあたり、環境に関する活動等を計
画するよう促す。

環境に関する
取組の実施
（幼稚園9園、
小学校12校、
中学校8校）

19校

A

・とても大事な事業であるため、登録された団体による生涯学習の振興が図られるよう次の一歩に期待したい。

・地域特性を活かしたとても大事な取組みであり、関係機関との連携を図りながら、引続き積極的に推進されたい。

学校での環境率先行動の実施　【所管課：学校教育課】

施策の方向性

　環境を保全していくためには、市民、事業者と連携していかなければなりません。そのためには、まず市域の環境を知ることが必要です。
　本市には栗駒山、ラムサール条約湿地である伊豆沼・内沼などの環境資源が多く残されています。これらの自然を活用した体験型の環境教育・
環境学習を推進します。
　また、環境に対する理解と関心を深めるため、環境に配慮した生活の実践を目指した環境教育・環境学習も推進します。

市の施策

1.学校での環境教育の推進
　★身の回りの自然環境の調査や清掃などの体験活動を通し、市内の環境への理解と関心を高めます。
2.環境教育・環境学習の推進
　★子どもから大人までの各世代が、地球環境から身近な環境まで学べる場と機会を創出し、環境への理解と関心を高めます。
3.環境教育・環境学習指導者の養成
　★環境教育・環境学習を推進していくため、指導者の養成や登録制度による人材のネットワークを構築します。

Ｒ4進捗状況

A25校

達成

環境に関する学び・啓発事業　【所管課：環境課】

現在の環境問題は、身近なごみの問題から地
球温暖化や生物多様性の喪失などの地球規
模での問題まで多岐にわたり、年々深刻さを
増しています。こうした環境問題を解決するた
めには、市民の環境保全に対する意識の向上
や、環境保全活動の充実を図ることが重要で
ある

市内高校のカリキュラムである「総合的
な探求の時間」との連携や、地域住民向
けの「いどう市民セミナー」を通じて、市
の取組み状況の啓発や地域課題の共有・
解消に向けて進めていく。

基本方針Ⅳ みんなで環境を学び行動するまち

【施策K】 環境教育・環境学習の推進



【個別事業】
事
業
№

目的（何のため） 計画（何をどのように） 目標項目
担当課
評　価

審議会
評  価

43

目標値

実績値

結　果

44

目標値

実績値

結　果

45

目標値

実績値

結　果

46

目標値

実績値

結　果

47

目標値

実績値

結　果

事業

№ 個別事業の評価結果（A～E）に対する担当課としての考え方・コメント

43

44

45

46

47

事業

№ 環境審議会からの総評

43

44

45

46

47

新型コロナウイルス感染症の影響により会議等が計画どおり開催できず、目標は達成できなかった。（R3年度同様に会議等のほとんどが中止となり、評
価に影響を与えた。）

D

施策評価

C

・3年連続で実績値に変化がなく、伸びない理由が違反広告物の減少ということであるならば、目標値の見直しも検討されたい。

目標団体数が達成され、各自の計画に基づく取組を実施することができた。

D

違反広告物の減少に伴い、ボランティアが増加しない現状にあり目標は達成できなかったが、各団体において計画した取り組みを実施することができた。

目標団体数が達成され、各団体の計画に基づく作業を実施できた。

新たな協議会設立はなかったが、コミュニティの活性化と市民協働によるまちづくりの推進を図るため「市民協働を進めるための行動計画」に基づきコ
ミュニティ活動の活性化を推進した。

・とても大事な事業であり、団体数を維持されていることは評価したい。引続き施策の推進を望む。

・団体数を維持されていることは評価したい。なお、取組み実績として活動参加人数の記載があると増減の推移等も見ることができる。

・5年間、実績値に変化がないことから、未設立地区におけるその要因分析や要望を個別に拾い上げる必要があるのではないか。引き続
きコミュニティ活動の活性化に力を入れていただきたい。

・目標項目・目標値は別として、活動に興味を持つ企業を戸別に訪問し、活動支援メニュー等を説明してみてはいかがか。

市内企業の自主的な環境関連活動への支援　【所管課：産業戦略課】

地域コミュニティ活動の活性化を推進し、地域
の環境美化意識の向上を図る。

自治会やコミュニティ推進協議会が実施
する道路愛護、花植栽整備事業に対し、
コミュニティ組織一括交付金の交付によ
り活動費用の一部を支援する。

コミュニティ
推進協議会
設立数

21団体

市内企業の自主的な環境関連活動を支援し、
環境保全活動を推進する。

・栗原エコフォーラムへの支援（会議へのオブ
ザーバー出席、市内のクリーンキャンペーン、
草刈り自粛期間の情報提供等）
・大林企業協議会への支援（会議への出席、
市内のクリーンキャンペーン、草刈り自粛期
間の情報提供等）

市内企業へ
の環境関連
の情報提供
回数

5回以上

1回

未達成

地域のボランティア活動の活性化及び道路に
関する地域環境の維持向上を通じ、官民の
パートナーシップの構築と住民参加のまちづ
くりを図る。

各団体の地域での市道におけるボラン
ティア活動としての清掃や緑化作業に対
する活動を支援する。 活動団体数

5団体

6団体

達成

栗原市コミュニティ組織一括交付金制度　【所管課：市民協働課】

B B19団体

未達成

くりはら違反工広告物除去サポーター制度要
綱に基づく、ボランティア団体（除去サポー
ター）が簡易な違反広告物（電柱のはり紙等）
を除去し、良好な景観を形成する。

団体が、各計画に基づき各地域を巡回
し、簡易な違法広告物を除去活動を支援
する。

活動団体数
及び活動人
数

団体数7団体以上
活動人数200人以上

河川愛護精神の高揚と併せて河川管理整備
事業を促進する。

河川敷や堤防等の除草作業　団体数
128団体　7,400人　433,000ｍ

活動団体数

128団体

130団体

達成

施策の方向性

　市内の環境を保全していくためには、市民、事業者、市が連携し、協働していくことが必要であり、本市では地域コミュニティを中心に保全活動
を推進してきました。
　今後も地域コミュニティを中心とした保全活動を継続していき、それらの保全活動により市民の環境マナーの向上、協働での自然環境の保全活
動を推進します。

市の施策

1.環境保全活動の推進
　★市民、事業者と協働で実施する河川や道路、市内一斉清掃や美化活動などを推進し、市民参加型のまちづくりを進めます。
2.地域コミュニティ活動の推進
　★地域コミュニティによる道路愛護活動や植栽活動などを支援し、地域の創意工夫による活動を推進します。
3.市内事業者の環境関連活動への支援
　★市内事業者による自主的な廃棄物処理や省エネルギーなどの環境関連活動に対し、情報提供などによる支援を行います。

Ｒ4進捗状況

市民団体と連携した違反広告物の撤去（違反広告物除去サポーター制度）　【所管課：建設課）

C5団体154人

未達成

環境美化運動の推進（河川愛護会）　【所管課：建設課】

A

C

A

道路の緑化、植栽整備（スマイルロードくりはら・プログラム）　【所管課：建設課】

A A

基本方針Ⅳ みんなで環境を学び行動するまち

【施策L】 環境保全活動の推進



【個別事業】
事
業
№

目的（何のため） 計画（何をどのように） 目標項目
担当課
評　価

審議会
評  価

48

目標値

実績値

結　果

事業

№ 個別事業の評価結果（A～E）に対する担当課としての考え方・コメント

48

事業

№ 環境審議会からの総評

48

施策評価

A・ホームページ・広報誌に加えて、ラインを活用した双方向のコミュニケーションは，とても良いと思われる。

・生活環境に関する市民周知については、広報誌のほか、若年層向けにライン登録者への配信や、不法投棄物・犬ネコ死体発見時のラインによる通報システ
ムを新たなツールとして開始しています。
・ホームページでは、大気汚染や水質検査結果等について、細やかに公表している点について、環境省外郭団体から好事例として評価を得ています。

A年間49回

達成

A

毎月発行している市の広報「くりはら」や市
ホームページ等で環境に関する情報を発信す
る。

・一般廃棄物の分別方法やごみの減量
化、環境モニタリング結果等について、市
民に対し周知を行う。
・市フェイスブック等を活用し、環境教育
事業等の情報発信を行う。

情報発信回
数

年間44回以上

広報紙、ホームページ等を通じた環境情報の発信　【所管課：環境課】

施策の方向性

　市民、事業者の環境への意識向上を図るため、環境に関する情報を提供します。国、県及び市などが実施する環境調査結果や環境保全に向けた
取り組みなどの情報を市のホームページや広報誌を活用し公開します。
　また、環境保全活動の一層の推進を図るため、市民や事業者へ環境保全活動に関する情報を提供します。

市の施策

1.環境情報の発信
　★市の広報紙やホームページに加え、ＳＮＳなどを活用し、ごみの分別方法や環境調査の結果など環境に関する情報を発信します。

Ｒ4進捗状況

基本方針Ⅳ みんなで環境を学び行動するまち

【施策M】 環境情報の発信



【個別事業】
事
業
№

目的（何のため） 計画（何をどのように） 目標項目
担当課
評　価

審議会
評  価

49

目標値

実績値

結　果

50

目標値

実績値

結　果

51

目標値

実績値

結　果

事業

№ 個別事業の評価結果（A～E）に対する担当課としての考え方・コメント

49

50

51

事業

№ 環境審議会からの総評

49

50

51

施策評価

A・健康に関わることであり、引続き施策の推進を望む。なお、メリハリの効いたモニタリングへの移行を検討する時期にきていると思われ
るため、これまで蓄積したデータを解析して有効活用することが大事と捉える。

目標１２５に対し、実績１２４なので、数値的には未達成ではあるが、1施設が売却により測定対象外となったことから実績値が減少したもので、実質的には
対象施設をすべて測定したことからA評価とした。

達成。申請された検体について放射能測定し、結果を速やかに申請者に通知した。

モニタリング調査において全検体が基準値以下であった。

A68検体

達成

水道水中の放射性物質モニタリング調査　【所管課：施設課】

A A

東日本大震災による東京電力株式会社福島
第一原子力発電所の放射性物質漏えい事故
に伴い、水道水及び浄水発生土中における放
射性セシウムのモニタリング調査を行うもの。

稼働施設の水道水及び浄水発生土を採
取し、検査機関において測定を行う。
水道水の測定（4回/年）、浄水発生土の
測定（12回/年） 検体数

180検体

180検体

達成

A124か所

達成

食品等放射性物質検査　【所管課：放射性廃棄物等対策室】

平成23年3月11日に発生した東北地方太平
洋沖地震（東日本大震災）によって引き起こさ
れた福島第一原子力発電所事故に起因する
市内における放射線量を定期的に観測し、状
況の把握を図る。

食品等放射性物質検査：自家消費食品の
測定（1申請2品目まで）

放射性物質
検査の対象
品目

放射能測定申請され
た品目数

A

平成23年3月11日に発生した東北地方太平
洋沖地震（東日本大震災）によって引き起こさ
れた福島第一原子力発電所事故に起因する
市内における放射線量を定期的に観測し、状
況の把握を図るとともに広報やホームページ
等により市民に情報を提供する。

教育施設や保管施設等における測定

放射線の測
定箇所

125か所

A

放射線の測定業務　【所管課：放射性廃棄物等対策室】

施策の方向性

　平成２３（２０１１）年の東日本大震災とそれに起因して発生した東京電力福島第一原子力発電所の事故に伴う放射性物質に拡散により、本市に
も甚大な被害を及ぼしました。
　市民の不安解消と風評被害などを払拭するため、測定や監視などの実施により市民の安全・安心の確保に取り組みます。

市の施策

1.放射線の測定
　★市内の学校などの施設、水道水の放射線量を定期的に測定します。
　★ホールボディカウンタ検査は、測定希望者の動向と検査結果を見極めながら実施します。（※事業完了）
2.放射能の検査
　★食品や井戸水の放射性物質の検査を継続します。

Ｒ4進捗状況

基本方針Ⅴ 放射性物質による不安を解消し 安心して暮らせるまち

【施策N】 測定・監視の継続
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